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研究要旨 平成 24 年度と平成 29 年の長崎県油症検診において、各年度の検診

結果に基づき顎関節症に関する検討を行った。顎関節症の症状が認められた患者

はどちらの年度でも５％の発症率であった。症状としては疼痛が最も多くみら

れ、次いで顎関節部の雑音であった。 

 

Ａ．研究目的   

油症患者における口腔領域の症状とし

て、口腔粘膜色素沈着の他、口腔乾燥症や

歯周疾患を訴える患者もしばしばみられ

る。これまで、口腔乾燥症や口腔カンジダ

症に関する検討を行ってきたが、油症患者

の高齢化が進み、これらの疾患は今後増加

していくことと思われる。口腔乾燥やカン

ジダの原因はいくつか考えられるが、その

一つとして咀嚼機能や嚥下機能などの口

腔機能の衰えが関係している可能性があ

る。口腔機能の衰えには咀嚼筋の機能低下

が関与している可能性があり、それらの機

能を測定しておくことは重要と思われる。 

今年度、コロナウイルス感染の影響で例

年行われている油症歯科検診が実施され

ず、予定していた咬筋、側頭筋、内側翼突

筋などの咀嚼筋に関する調査および嚥下

能力について調査研究が遂行できなかっ

た。よって本研究では、過去に長崎県油症

検診において行った顎関節症に関する臨

床所見に関して解析を行い検討した。 

 

Ｂ．研究方法   

 平成 24 年度および平成 29 年度の長

崎県油症検診で歯科検診を行った患者を

対象者とした。通常の油症歯科検診におい

て顎関節に異常を訴えた患者を対象に顎

関節の疼痛の程度、顎関節の動きなどの機

能、日常生活の支障の有無について問診を

行い検討した。顎関節の機能については、

関節の疼痛、咬筋および内側翼突筋の疼痛、

関節雑音について問診した。日常生活の支

障については、食事、開口、睡眠、嚥下、

会話についての支障の有無を問診した。ま

た、平成 29 年度においては口腔内細菌数

ついても検討した。対象症例は平成 24 年

度が 187 名であった。平成 29 年度は細菌

数の測定のためにランダムに選んだ 62 名

を対象とした。また、平成 29 年度では口

腔細菌数の測定を併せて行い、その関連性

についても検討した。口腔細菌数測定には、

細菌カウンターを用いて舌背を綿棒で拭

い測定した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究の解析結果においては、個人が特

定できるようなデータは存在しない。 

 

Ｃ．研究結果  

 平成 24 年度は歯科を受診した 187 名中

9 名に顎関節の症状が認められた。また、

平成 29 年度は 62 名中 3 名に顎関節の症

状が認められた。主症状（主訴）は、平成

24 年度では、疼痛が 3 例、顎関節の雑音

が 3例、開口障害が 3例で、平成 29 年度

では、疼痛が 2例、顎関節の雑音が 1例で

あった。アンケートによる症状（複数回答



可）では、顎の機能に関しては、平成 24

年度は、筋痛が 3例、関節雑音が 6例、開

口しにくいが 4例であった。筋痛が 2例、

関節雑音が 2 例、開口しにくいが 2 例で

あった。平成 24 年度は開口量は自力開口

量が 10－42mm であった。平成 29 年度の

口腔細菌数は、対象者全員の測定値は

5.2x105 から 6.2x 107 で、平均値は

9.5x106 であった。顎関節症状のあった患

者の平均値は 9.2x106で、顎関節の症状の

なかった患者との差はみられなかった。 

 

Ｄ．考察 

顎関節症は顎関節のみならず咀嚼筋の

障害も含んだ包括的診断名である。内在性

外傷や心因性要因などによって運動痛や

関節雑音、顎運動異常を呈する。顎関節症

と診断するためには、１）顎関節や咀嚼筋

等の疼痛、２）関節雑音、３）開口障害な

いし顎運動異常の主要症候のうち、少なく

とも一つ以上を有することが必要条件と

なる。さらに臨床的に、顎関節症Ⅰ型：咀

嚼筋に筋痛や開口障害を呈する咀嚼筋痛

障害、顎関節症Ⅱ型：関節包や滑膜に炎症

が生じ顎関節の疼痛や開口障害を呈する

もの、顎関節症Ⅲ型：関節円板の転位や変

形に起因して関節雑音や開口障害を呈す

るもの、顎関節Ⅳ型：下顎頭に変形を認め

る変形性顎関節症、に分類される。 

今回の症例群では画像検査はなされて

いないものの、上記１）から３）の症状を

有しており、臨床的に顎関節症と診断でき

ると思われた。 

文献などに基づく顎関節症の疫学調査

では、臨床症状を訴えていない一般集団で

も、40－75％が関節雑音や下顎運動制限な

どの他覚的症状、28－33％が顔面痛や顎関

節痛などの自覚症状があるとされている。

別の調査では、一般集団において開口障害

がみられるものは 5％未満であり、関節雑

音の発症率は変動性が大きく疫学的検討

は困難であるとされている。今回の調査で

は、主訴に顎関節に症状を訴えた患者を対

象に調査していたこと、また平成 29 年度

においては、口腔細菌数を測定するために

ランダムに選んだ患者の中から顎関節に

症状があった患者で検討しているため、上

記の文献的疫学調査とは一概に比較でき

ない。しかしながら、平成 24 年度が 187

名中 9 名、62 名中 3 名と、どちらの年度

でも 5％程度の顎関節症状の発現であり、

症状の発現は本研究の結果はやや少ない

傾向にあった。一般に、顎関節症は年齢の

若い世代にみられる傾向があるとされ、油

症地区の対象患者の年齢分布や、地域性な

ども今回の結果に影響している可能性が

考えられる。以前の全国の油症検診結果で

は、歯科領域の症状としては顎関節症と油

症との関連が示唆されたこともあり、今後

は少し調査方法を変えて検討する必要が

あると思われる。 

一方、油症患者の高齢化に伴い、唾液腺

の機能低下による口腔乾燥症や、あるいは

口腔運動機能低下による摂食嚥下障害や

構音障害を訴える患者の増加が考えられ

る。これまで、口腔乾燥症については検討

を行ってきており、その結果に基づいて平

成 29 年度は口腔細菌数の変化について検

討したが特に油症患者において有意差は

みられず、またその結果と顎関節症との間

にも相関性は認められなかった。顎関節症

は口腔機能の衰えとは必ずしも相関はし

ないと思われるが、今後は、顎関節症に関

する検討と並行して口腔機能低下に関す

る検討が必要であると思われる。 

 

Ｅ．結論 

平成 24 年度および平成 29 年の長崎県

油症検診における顎関節症について検討

した。顎関節症の発症率は５％であった。 

 

Ｆ．研究発表 

なし 

 



Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

なし 
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